
 



 

 



 



 



 



 

 
 

 

  



 

 
 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
 



 

 
 

西暦（年） 
（出典）熊谷地方気象台・関東管区気象台（令和７年３月）「埼玉の気候変動」 

 

西暦（年） 
（出典）熊谷地方気象台・関東管区気象台（令和７年３月）「埼玉の気候変動」 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 

※「その他」は29歳以下の給与生活者、自営・自由、家事従事者、無職を含む。 

※端数処理の関係で 構成比の小計・合計 が 内訳の計 と一致しない場合もある。 



 

 
 

 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 

 

 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 

 



 

 
 

  

 

 

ア　表示の適正化

イ　計量の適正化

ア　悪質事業者への処分・指導

施策の柱２　適正取引と事業者指導の強化

（１）消費者取引の適正化

イ　被害情報の早期把握、被害拡大防止の取組

エ　勧誘手口の巧妙化等への対応

オ　リスクコミュニケーション等への参加の促進

エ　食品等に関する情報の提供

（２）その他法令に基づく事業者指導 ア　事業者に対する指導の充実・強化

（４）生活物資の安定供給 ア　価格・需給動向の調査及び監視

イ　生活物資の安定供給

ア　総合的な安全対策の推進（５）食品等の安全性の確保

イ　検査・監視体制の充実

ウ　安全・安心な食品の生産・供給

（３）表示・計量の適正化

イ　他の裁判外紛争解決機関との連携

ウ　適格消費者団体及び特定適格消費者団体と連携した取組

ア　危害・危険・事故情報の収集、調査及び発信

イ　商品テストの実施

（３）消費者事故への迅速な対応

ア　デジタル技術の飛躍への対応

ウ　市町村の相談・苦情処理体制の充実

オ　多重債務対策

ア　裁判外紛争解決の推進

エ　「消費生活相談」「消費者ホットライン（１８８）」の認知度向上

イ　相談・苦情処理体制の充実

（１）消費者相談体制の充実

（２）紛争の適正な解決

ウ　試験検査機関等との連携強化

施策の柱１　問題解決体制の充実

ウ　事業者活動の広域化への対応



 

 
 



 

 
 

 

イ　災害時における生活物資等の調達体制の確立

施策の柱６　緊急時における消費者行動の変化
への対応

ウ　災害時のデマ対策・正確な情報の発信

ア　物資の備蓄

（１）緊急時に備えた消費者への啓発

ア　緊急時の価格動向等の調査

イ　災害に便乗した悪質商法の注意喚起

（３）災害時における生活物資等の確保

（２）災害時の便乗行為等への対応

イ　緊急時に備えた自助の取組の推進

ア　緊急時の消費者行動の啓発　



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 

 



 

 
 



 

 
 

 

 

 



 

 
 

 

 

 



 

 
 

 

 

 



 

 
 

 

 



 

 
 

 



 

 
 

 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 

 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 



 

 
 

 



 

 
 



 

 
 

 



 

 
 



 

 
 

 



 

 
 



 

 
 



 

 
 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


